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全国学生調査（本格実施）の実施方針（案） 

 

令和６年９月○日 

 

 「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」（平成 30年 11月 26日中

央教育審議会）、「教学マネジメント指針」（令和２年１月 22 日中央教育審議会大学分

科会）等を踏まえ、令和７年度以降の全国学生調査（本格実施）を以下のとおり実施

することとする。 

 

１．基本方針  

  急速な少子化の進展等、高等教育を取り巻く環境が大きく変動する中において、各

大学は社会が期待する役割や求める人材像を自ら把握し意識しながら、各自の強み・

特色を生かした教育研究活動について積極的に発信することにより、規模や立地、知

名度等による入学者選抜の選抜性の高低によらず、教育研究の質の高度化に向けた取

組について国際社会を含む外部から適切な評価を得ていくことがこれまで以上に求

められている。 

このような状況を踏まえ、学修者本位の教育への転換を目指す取組の一環として、

学修の主体である学生目線からの大学教育や学びの実態把握を通じて、以下①～④へ

の活用を目的とする「全国学生調査」を実施する。 

① 各大学が自大学の学生の実態や意識や他大学との比較分析を踏まえた教育改善

に活用すること 

② 大学進学希望者やその保護者あるいは地域社会、産業界、海外の留学関係者等

から、各大学における学生の学修成果や大学全体の教育成果にこそ関心を持っ

てもらい、大学に対する理解を深めてもらうこと 

③ 今後の我が国における政策立案に際しての基礎資料として活用すること 

④ 学生一人一人にとって、これまでの学びを振り返ることで今後の学修や大学生

活をより充実したものにしてもらうことや、卒業後の社会における自らの姿を

考える上での一つの契機としてもらうこと 

 

２．調査対象  

参加意向のあった大学※（短期大学を含む。）の学部（短期大学は学科。）に在籍

する、２年生及び最終学年生（短期大学は最終学年生のみ。） 

※通信教育課程に在籍する学生は対象外とする。 

 

３．調査実施年度 

令和７年度以降、原則として毎年度実施する。 
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４．調査方法  

参加大学が以下の調査方法①～②から選択する。 

① 文部科学省が実施するインターネット（ＷＥＢ）調査 

② 参加大学が実施する学生調査（大学独自の学生調査の中に本調査の質問項目

を設定） 

 

５．質問項目  

当面、原則として、第４回試行実施の質問項目（選択式３３問程度、自由記述

式１問）から変更しない。 

 

６．調査結果の取扱い  

（１）文部科学省 

調査結果として、各質問項目において肯定的な回答割合が高かった大学・短期大

学に限定して学部（学科）ごとに上位順に一覧化したもの（ポジティブリスト）※

に加えて、結果公表の同意が得られた大学の回答全体の集計結果※を、文部科学省

ホームページで公表する。 

※原則として、別に示す集計基準に合致した参加大学の学部（学科）を公表す

る。 

 

また、参加大学に対して、当該大学に在籍する学生の回答を一覧化したものや当

該大学の調査結果の分析の際に活用できる資料を調査結果として提供する。 

 

（２）参加大学 

自大学の調査結果について積極的に発信するとともに、全国共通の質問項目によ

り、学生目線から大学教育や学びの実態を他大学と比較分析できるという本調査の

特長を生かし、IRや FD・SD活動、自己点検・評価における活用や、他大学等との

情報共有等に活用することにより、国公私立の各参加大学が学生の意見も踏まえた

教育改善を促進させるよう努めるものとする。 

 

７．その他  

・本実施方針の内容は、第４回試行実施の実施状況を踏まえて変更する場合がある。 

・調査方法や質問項目等の変更を行う場合は、十分な時間的余裕をもって予告する。 
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《本実施方針の事務連絡における追加説明事項》 

 

 

✓ 毎年度の実施に当たっては、事前に、本実施方針に基づく詳細事項を記載した

「全国学生調査（本格実施）実施要領」を各大学に周知する。さらに、参加意

向があった大学には、実施要領の運用を示したマニュアル（システム操作方

法、データ提出方法等）を、調査開始時前に連絡する予定である。 

 

✓ 「令和７年度全国学生調査（本格実施）実施要領」は、令和７年４月頃に発出

することとし、その中において、調査開始時期及び第４回試行実施の結果を踏

まえた集計基準その他詳細事項を提示する。 

 

✓ 令和８年度以降の全国学生調査（本格実施）においては、現在審議中の中央教

育審議会大学分科会高等教育の在り方に関する特別部会における議論を踏ま

え、基盤的経費や大学教育再生戦略推進費に係る各事業の申請・採択等におい

て、本調査への参加や結果公表を加点要素ないし要件とすることを検討する。 
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【参考】 

 

◆中央教育審議会大学分科会高等教育の在り方に関する特別部会「急速な少子化が進

行する中での将来社会を見据えた高等教育の在り方について（中間まとめ）（令和６

年８月８日）」（抜粋） 

 

３．今後の高等教育政策の方向性と具体的方策 

（１）教育研究の「質」の更なる高度化 

  ④情報公表の推進 

・ 上記①で示した学修成果・教育成果の把握・測定や教育活動の改善への活用に加え、

これらの可視化された情報を公表することを通じて、在学生や進学希望者はもとよ

り、地域社会や産業界等をはじめとして、社会全体への説明責任を積極的に果たして

いくことが求められる。 

・ このような情報発信がなければ、規模や立地、知名度等による入学者選抜の選抜性の

高低により高等教育機関の淘汰が進むこととなり、教育研究の質の高度化に向けた取

組が社会全体からの適切な評価を得られないことにつながってしまう。我が国の大学

ポートレートは国公立版と私学版とで情報を提供するプラットフォームが異なるため

に大学の教育研究の質に関わる重要な情報が必ずしも分かりやすく示されていないと

いった課題が指摘されていることも踏まえ、諸外国の状況も参照しながら、高等教育

機関を横断的に比較する観点から情報公表を更に進めることが必要である。 

・ その際、学生目線から大学教育や学びの実態を把握するために国が試行実施している

「全国学生調査」について、学生の学修成果に関する情報を他の大学・学部間でベン

チマークできるという利点を十分に生かす形で、その調査結果を積極的に活用するこ

とも重要である。 

・  このような視点も踏まえつつ、情報公表の更なる促進のために、以下の観点の取組

を進めることが必要である。 

 

＜具体的方策＞ 

・ 情報公表の更なる促進  

－ 大学入学者選抜に関する情報公表の更なる促進 

－ 学修成果や教育成果に関する情報公表の更なる促進 

－ 各大学の魅力を視覚化するための新たな指標の作成 

－ 利用者にとっての利便性向上を図るための、高等教育機関間の多様な比較分析

が可能となる情報の可視化（多様な教育活動の状況を国内外の様々な者に分かり

やすく発信するための仕組みの整備） 

－ 各高等教育機関における事務手続の軽減を図るための認証評価など質保証にお

ける共通プラットフォームのデータ活用促進 

－ 全国学生調査の活用による教育の質の向上に向けた参加率向上のためのインセ

ンティブ設定や各高等教育機関における IR等を通じた自己点検評価と認証評価

での活用促進 

 


